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調査のゴールと調査方法

スマートシティを効果的に推進していくために重要な都市間連携のパターンや実務上の課題
・ポイントを把握するため、GrowSmarter、WeGovNow、FinEst Twinsについて調査を実施

調査方法・概要

 スマートシティの都市間連携の事例概要についてデスクトップ調査を実施
 Grow Smarter（EU）：スマートシティの先端都市に実証した技術・サービス等をその他の都
市に追って展開する事例として調査

 WeGovNow（トリノ・サザーク・サンドナディピアーヴェ）：複数都市合同で、最大公約数であ
る必要な機能・サービスを同時並行的に開発する事例として調査

 FinEst Twins（フィンランド・エストニア）：統一的な規格である共通データ連携基盤を開発
する事例として調査

連携方法や実務上のポイント・課題を中心にインタビュー調査を実施

調査の背景・目的

 各都市に閉じた取り組みは非効率であり、都市間データ連携や共同サービス開発など
都市間で相互にリソースを融通して効果的にスマートシティを推進すべきと想定

 各都市が具体的にどのように都市間連携を推進しているかという実態や成功に向けた
課題、ポイントを把握し、我が国への示唆を導出することを目的とする

都市間連携とは  スケールメリットを目的に、サービス、データ連携基盤、アセットを複数の都市で横連携すること

都市間連携を推進するPJを立ち上げた背景・目的は？
 プロジェクトの概要は？

具体的にどのように都市間連携を推進したのか？
（データモデルの標準化、APIの標準仕様、等）

デスクトップ調査

デスクトップ調査
インタビュー調査

プロジェクトの概要

実際に都市間連携を推進する上での課題は？
実際に都市間連携を推進する上での要諦は？ インタビュー調査実務上のポイント・課題

都市間連携の方法調
査
項
目 都市間連携の

成果・効果
具体的にどのような成果が得られたか？ インタビュー調査
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GrowSmarter(ストックホルム)に関するインタビュー

スマートソリューションを他都市へスケールするために、都市共通のベンダー・デジタル機器
選定の標準化やガイドライン作成が重要

# 質問 回答

1

都市間連携、スケーラビリ
ティを考慮したソリューショ
ン開発において留意すべ
き点は何か

 ストックホルムで実施したスマートソリューション開発は、複数の都市で抱える共通課題に対して提供価値があるかを重要視していた。
 ストックホルムで実施したCO²の排出量のシミュレーションモデルサービスの構築において、⾧さ、質等が担保された交通データが不足
していることはヨーロッパ全土で抱える共通課題であると認識していたため、それらを解決するためのソリューション開発は他都市への
拡張性や展開性が高いと判断し、プロジェクトを推進した。

 スマートソリューション開発をより効率的に進めるために、他都市と連携してナレッジや実証実験の場を共有する取り組みも重要であると考え
ている。

2 都市間で連携する上での
課題や問題点は何か

 各地域のカルチャーの違いが都市間連携において直面しうる課題だと考えている。
 個人データを活用するスマートソリューションを他都市へ連携する際に、ヘルシンキ市のように住民が個人データを提供に対して抵抗
が無い地域では導入が進んだが、ケルン市の住民のように個人データの提供に対して否定的な意識を持つ地域では浸透しなかっ
た。

 都市毎に異なるベンダーで開発を進めた結果、相互運用性が考慮されていないデータプラットフォームとなっていることは、都市間連携におい
て課題になると考えている。

3
都市間連携を推進する
ために実施している取組
は何か

 スマートソリューション開発では有識者と連携してサービスに必要なデータの定義を明確化(量、質、時間軸等)、都市共通で標準化すべき業
務(IoT機器の調達やデータクレンジング方法)を約二年かけて検討し、開発を進めていた。

 サービスに必要なデータの明確化は不要な個人情報を収集しないためのリスク管理になる。
 IoT機器は種類ごとにデータ収集において精緻な調整が必要になるため、IoT機器の調達を標準化することで効率化出来る。
 サービスに必要なデータのみを抽出するためのデータクレンジングに約70%の工数が割かれているため、都市間で連携してフォーマット
などを標準化することを進めていた。

 ストックホルムではIoTデータプラットフォーム構築において、約50社のベンダーの中からもっとも相互運用性の高いプラットフォームを提供する3
社を選定し、将来的に各データプラットフォームが相互運用するためのディスカッションを行いながら仕組み構築を進めていた。

4
都市間連携において行
政・自治体が抱えうる特
有の課題は何か

 自治体の規模によって実証実験や金銭的なリソースが異なるため、規模の小さい都市においてスマートソリューションの開発・導入が進まない、
浸透しづらいことが挙げられる。

 スウェーデンではストックホルムのような大都市が主体的にスマートソリューション(マルチセンサーカメラなど)の開発・導入を進めて、実
証実験結果やサービス開発におけるガイドラインを載せたハンドブックを作成するなど、小規模都市へのナレッジトランスファーを目的
とした取組を実施している。

Mika Hokosaloインタビュイー GrowSmarter Site Manager役割・役職

タリン・ヘルシンキ
FinEst Twins

ストックホルム
GrowSmarter

バルセロナ WeGovNow
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GrowSmarter(ストックホルム)に関するインタビュー

都市間連携のためには、各自治体共通のオープンプラットフォームを構築することは現実的
ではなく、相互運用性の高いシステムを選定し、導入することが重要

# 質問 回答

1 都市間で連携する上での
課題や問題点は何か

 スマートソリューション開発・導入において、重要な課題は、スマートシティとは何か、あるいは一緒に何を実現したいのかについて、共通の理解
を持つことである。

 都市間で共通のプラットフォームを構築してデータ連携する試みは同じライトハウス都市のバルセロナと協議したが、相互運用性がなく、あらゆ
るシステムを都市OSに統一する事は実用的ではないという結論に至った。それぞれの都市で導入しているシステムやプラットフォームがあり、
異なるプロバイダーから調達され、目的が違うからである。

 このとき、すべてのデータを共通の単一プラットフォームに格納しても、データをつなぐためのコストや手間にメリットはないと判断した。
 ソリューション開発においてデータ連携が必要な場合は、これらの用途で利用するデータのみを収集することを考慮して、プラットフォー
ムを個別に構築することが望ましいと考えている。

2
都市間連携を推進する
ために実施している取組
は何か

 ストックホルムではスマートソリューション導入においてシステム構築する際は、特定のプロバイダーのシステムにロックインされることを避けるため、
各事業者に相互運用性を最も重要視するように伝えている。

 他都市と統一したインフラやシステムを導入することは理想的であるが、都市の中にはプロバイダーとの⾧期契約を結んでいる場合
などがあるため、困難な場合のほうが多い。

 ストックホルムでは都市でもっとも普及しているネットワークインフラ・IoT機器を導入している。
 複数の都市で抱える共通課題やニーズに対して提供価値があるかを考慮してスマートソリューション開発を手掛けている。

3
GrowSmarterのプロジェク
ト推進ではどのような KPI
を設定していたか

 GrowSmarter では環境負荷の低減、経済発展、住人の生活の質向上を測るために下記のような KPI を設定している。
 温室効果ガスの排出量 60% 削減
 1000 人の新規雇用の創出
 スマートソリューション導入における住民の評価、関与レベル
 各スマートソリューションで約 50 項目の評価項目を設定

4 今後はどのようなプロジェ
クトを展開するか

 GrowSmarter におけるポジティブな評価を受けて、 Horizon Europe プログラムでも引き続き環境負荷の低減を目的とした再生エネルギー、ラ
イフサイクルアセスメントを軸としてプロジェクトを推進する想定である。

 GrowSmarterプロジェクト自体は終了したが、スマートソリューションはストックホルムだけでなく、他の都市でも複製している最中であ
る。

5 その他内容  GrowSmarter の補助金は、プロジェクトに関わる行政・自治体に 100%, 民間企業には 70% 支給される。民間企業は一部プロジェクト費
用を負担する必要があるが、 プロジェクト参画による企業のマーケティングが行える点でメリットを享受する。

Gustaf Landahlインタビュイー GrowSmarter Project coordinator役割・役職

タリン・ヘルシンキ
FinEst Twins

ストックホルム
GrowSmarter

バルセロナ WeGovNow
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GrowSmarter(バルセロナ)に関するインタビュー

各国の法規制やカルチャー、ハード・ICT規格の違いによって、国を跨いだ都市間連携は
断念。特に各都市のレガシーシステムの統合やデータ規格・ルール統一のコストが原因

# 質問 回答

1 都市間で連携する上での
課題や問題点は何か

 スマートソリューションの導入が他都市で浸透しない理由としては、各国の法律制定の違い、カルチャーの違い、物理的な規格の違い、ICT規
格の違いが挙げられる。

 各国のGDPRなどのデータ保護等に関する法律の違い
 データ提供に関する住民の考え方の違い
 建物規格、窓ガラス等の各国の標準の違い
 相互運用性のないレガシーシステムの違い

 本プラットフォームを都市間でも相互運用可能にするための取り組みは検討したが、各国のデータプラットフォーム構築における考え方の違い
からすぐにプロジェクトは頓挫した。例えばバルセロナはオープンデータプラットフォーム構築することを目指していたが、ストックホルムは既存事業
者と連携して構築を進めることを譲らなかった。

 上記の課題によりGrowSmarterのプロジェクトスコープは当初から8回修正されて、都市間連携よりも自都市へのスマートソリューション開発が
優先された。

 各都市がそれぞれのプラットフォームを採用し、インターフェースを標準化する事で将来的に相互連携可能な仕組み構築も検討したが、処理
があまりにも複雑だったため、こちらもGrowSmarterでは断念した。現在もEuropean Commissionで継続的にこの取り組みは行われているが、
いまだに成果を挙げられていない。

2
都市間連携を推進する
ために実施している取組
は何か

 GrowSmarterのプロジェクトにおいてバルセロナはオープンデータプラットフォームを構築し、都市内であらゆるデータを収集し、サービスプロバイダー
が誰でもデータを活用できる構成にした。

 プラットフォーム構築において将来的に都市間連携を行うためには都市や自治体間での標準化における合意形成や技術的な問題も存在す
るが、標準化、規格化をすることはとても重要な事であると考えている。

3

都市間の相互運用性を
確保することによって得ら
れるメリット・ベネフィット
は何か

 各都市の革新的なサービスやソリューションを他都市に展開可能にすることにより、効率的な都市運用が可能になることがメリットに挙げられ
る。

 バルセロナ市やバレンシア市では、IoT機器の受け皿としてSentiloというプラットフォームを活用しており、プラットフォームをデータの受け皿として整
備することにより、各都市はSentiloと互換性のあるIoT機器調達やデータモデルを採用するため、サービスやデータ連携を効率的に実施しやすく
なると考えている。

 企業には自社の新技術の実証の場・プロモーションの場としてのニーズ、バルセロナ市には効率的な都市運用というニーズがある。

4
自治体が都市間連携に
おいて直面しうる問題は
何か

 都市間におけるレガシーシステム同士のシステム統合がもっとも直面しうる課題だと考えている。都市間のオープンプラットフォームを構築する場
合に、各都市のレガシーシステムの統合やデータの取り扱いなど、様々な規格やルールを統一するためには時間やコストがかかる。

 都市オープンプラットフォームの構築など、ICT関連のプロジェクトは短期的な投資対効果や経済的な効果が検証しにくいため、市から投資に
対する同意を得られにくい。都市間連携を成功に導くためには、⾧期的な潜在効果を生むためのプロジェクトに対して、市はオープンな視点
で評価する必要がある。

Gonzalo Cabezasインタビュイー Project Manager in Barcelona City of Council役割・役職

タリン・ヘルシンキ
FinEst Twins

ストックホルム
GrowSmarter

バルセロナ WeGovNow
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FinEst Twinsに関するインタビュー

API、データ規格の標準化を前提においたソリューション開発の必要性、標準化に伴う
コスト負担が連携の阻害要因になり得る

# 質問 回答

1 都市間で連携する上での
課題や問題点は何か

 都市間連携におけるもっとも大きな課題は、都市間連携を念頭に置いたシステムやサービス開発が行われておらず、都市間で共通するIDや
決済の互換性など、デジタル技術において共通基盤がない事が挙げられる。

 タリン市(エストニア)、タルトゥ市(エストニア)、ヘルシンキ市(フィンランド)間で交通インフラ（改札の認証）の共通IDカードの規格を
統一する取組が行われていたが、どちらの国が規格(フィンランドは紙、エストニアはIDカード)を寄せるかで折り合いがつかず、プロ
ジェクトが頓挫した。

 上記のような課題に対応するためには、都市間で新技術の導入を検討する際に、都市間におけるあらゆるAPIやデータの規格を標
準化することが重要である。

 また、規格の統一化によるシステム、サービス刷新に掛かるコスト面の負担が連携の阻害要因になることがある。
 FinEst Twinsのパイロットプロジェクトは2都市間以上の連携を必須条件として掲げており、両都市のデータ規格や基盤の標準化を進めている。

2
都市間連携を推進する
ために実施している取組
は何か

 フィンランドとエストニアでは共通の都市オープンデータプラットフォーム(UOP)を共同で開発している。あらゆるスマートサービスのデータを一元管
理し、データ利活用することでサービスレベルの向上を目的としている。

3 FinEst Twinsにおける各
国の役割は何か

 フィンランドのForum Virium Helsinkiが主体となり都市オープンデータプラットフォームのシステム構築を担当している。またリビングラボやパイ
ロットプロジェクトの推進も一部担当している。

 エストニアは都市オープンデータプラットフォームに収集されるデータの統合、システム間でのデータ交換を可能にする仕組み構築を担っている。
 フィンランドとエストニアの大学間が連携してデータ分析、データの相互運用性について研究を進めている。
 エストニア経済通信省はエストニアのデジタル戦略に基づきFinEst Twinsのプロジェクトにおけるデジタルソリューションの開発戦略策定を担っ
ている。

Ralf-Martin Soe
Henry Patzigインタビュイー

Founding Director and Senior Research Fellow, TalTech
Deliverable Manager, TalTech役割・役職

タリン・ヘルシンキ
FinEst Twins

ストックホルム
GrowSmarter

バルセロナ WeGovNow
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調査結果サマリ(1/3)

各調査項目に対する調査結果のサマリは以下の通り

テーマ 調査項目 GrowSmarter WeGovNow FinEst Twins

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

都市間連携を推進するPJを
立ち上げた背景・目的は？

住人の生活の質向上、環境負荷の低
減、経済発展を実現するためのスマート
ソリューションの実現を促進

効率的な都市運用が可能になること
がメリット

異なるソフトウェア・コンポーネントの相
互運用性を目的としてPJ実施

市民にとって、一つのアプリとして操作
可能であることに留意して、複数の機
能を開発

あらゆるスマートサービスのデータを一元
管理し、サービス品質向上を企図

フィンランドとエストニアで国境を越えた
都市OSを開発し、知見や複数のソ
リューションを海外含め横展開できる仕
組みの構築

プロジェクトの概要は？

モビリティ、エネルギー、ICT分野の全12
のスマートソリューションのヨーロッパ全土
への展開を促進するプログラム

欧州委員会(Horizon2020)
から約2,500万ユーロの助成

地域パートナーであるサンドナディピアー
ヴェ市、サザーク区、トリノ市の3つを含
む、12のパートナーにて実施

欧州委員会(Horizon2020)
から、研究助成金の補助がなされてい
る

エストニアの大学Taltech、フィンランドの
大学Aalto、Forum Virium Helsinki(ヘ
ルシンキ市)、エストニアの経済通信省
が推進

欧州委員会(Horizon2020)
やエストニア教育研究省から、
それぞれ1,700万ユーロ、 1,500万ユーロ
の助成
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調査結果サマリ(2/3)

各調査項目に対する調査結果のサマリは以下の通り

テーマ 調査項目 GrowSmarter WeGovNow FinEst Twins

都
市
間
連
携
の
方
法

具体的にどのように都市間
連携を推進したのか？

最初はオープンプラットフォームの構築をする予定
であった。その後、計画修正し、将来的な相互
運用性を確保するためのインターフェースの標準
化へと計画が修正されたがそれも断念

都市間連携が必要な場合は、別途個別のP/F
を構築

バルセロナでは、プラットフォームをGitHubで公表
し、他都市との連携や機能のアップグレードを企
図

大都市がスマートソリューションを開発し、実証結
果等を含めたハンドブックを作成し小規模都市
へナレッジシェア

IoT機器の横連携も実施

AパターンGrowSmarterでは、サービス、データプ
ラットフォーム、アセットの3連携を先進都市から
後進都市へと、開発済のものを時間軸をずらし
て連携させる方法となっている

SaaSとして住民参加・合意に関わる5
つの共通機能を実装している。各自
治体でローカルソフトウェアのインストー
ルの必要がない

一部ホーム画面に表示されるテキスト
や利用規約等は各自治体でカスタマ
イズされている

異なるシステムベンダーを統合するコー
ディネータが都市間で共通の機能開
発を推進

BパターンWeGovNowでは、サービスの
連携（共同サービス開発、SaaSの他
地域展開）について同時開発連携
させる方法となっている

フィンランドとエストニアでは共通
の都市オープンデータプラット
フォーム(UOP)を共同で開発

2都市合同デジタルサービスの初
の国境を越えたテストサイトとな
ることを目指し、エストニアとフィ
ンランドの間でリアルタイムのデー
タ交換を行うためのx-roadの共
同開発や、センサー交換レイヤの
開発を計画

CパターンFinEst Twinsでは、デー
タ連携基盤（相互運用性を担
保したP/F連携、共通P/Fの構
築）を先んじて開発させる方法
となっている

都
市
間
連
携
の

成
果
・
効
果

具体的にどのような成果が
得られたか？

都市間連携の取組を断念（規格やルール統一
には時間やコストがかかるが、短期的な便益は
創出されないので市でも同意を得にくい）

各国・自治体の法規制・カルチャー、ハード・P/F
の規格の違いが大きな課題

ヨーロッパでも同様の取組は実施されているが、
いまだに成功していない

SaaSとして統合されたWebサイトは、
一般的に多くのユーザーに対して提供
可能であり、本PJでは3つの自治体で
約10,000人のユーザーがWeGovNow
に登録した

2021年から実証開始のため
情報なし

A：横展開パターン・・・スマートシティの先端都市に実証した技術等をその他の都市に追って展開するパターン
B：サービス共通化パターン・・・複数都市合同で、最大公約数である必要な機能を開発するパターン
C：規格統一化パターン・・・統一的な規格である共通データ連携基盤を開発するパターン
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調査結果サマリ(3/3)

各調査項目に対する調査結果のサマリは以下の通り

テーマ 調査項目 GrowSmarter WeGovNow FinEst Twins

実
務
上
の
ポ
イ
ン
ト
・
課
題

実際に都市間連携を推進
する上での課題は？

法律やカルチャー、物理的な規格、ICT規格の違いによっ
て相互運用性が確保できない場合がある

住民がデータ収集に対して抵抗感がある地域では特に都
市間連携は難しかった

各都市でベンダーロックインがあり、相互運用性が確保さ
れていない場合がある

データクレンジングにほとんどの工数が割かれるため、デー
タモデルの標準化は重要

情報なし

都市間連携で重要となる都市間共通の
IDを整備することができなかった
（どちらの都市に規格をあわせるかで折り
合いがつかなかった）

実際に都市間連携を推進
する上での要諦は？

複数の都市で抱える共通の課題やニーズに対して提供
価値を創出できるスマートソリューションを中心に開発を進
めた

他都市と連携してナレッジや実証実験の場を共有する取
組も重要

相互運用性の高いP/Fを構築可能なベンダーを選定する
ことが重要

P/F構築に際し、標準化、規格化をすることは重要

GrowSmarterとしてではないが、バルセロナでは、プラット
フォームをGitHubで公表し、
他都市との連携や機能のアップグレードを企図

情報なし

都市間連携において、APIやデータ規格を
標準化することが重要である
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持続可能なファイナンススキーム

官民連携型/ソーシャル型のファイナンススキームについては、その成立要件をふまえつつ、
一般的な財源（行政支出やユーザからの徴収）を補完するものとして、スマートシティに
おける利活用を模索すべきである

# ファイナンススキーム 概要
自治体の得られる資金源について

主たる成立要件
出資者（受益者） イニシャル/

ランニング

1
ソーシャルインパクトボンド/
成果連動型報酬
(PFS:PayForSuccess)

事業者が、公共サービスを代行し、報
酬として行政から成果に応じたサービ
ス費用を回収するスキーム

事業者 イニシャル

・サービスが創出する社会的価値の計量化ができ
る（行政コスト削減効果など）

2 BID(Business Improvement District)
行政が、エリア内の事業者で構成され
るエリマネ団体を組成し、事業者など
から資金を徴収するスキーム

地域の地権者
/事業者 ランニング

・サービスが、特定エリア(典型的には中心市街地
)の事業者に付加価値を提供する
・事業者集積地以外で適用する場合は、規制緩和
(ガイドラインの記載変更)が必要

3 TIF(Tax Increment Financing)
開発後には財産税の税収が増加するこ
とを見込んで、その将来の税収増を償
還財源にして資金調達を行うスキーム

行政 イニシャル

・サービスの提供により、不動産価値の向上等の
開発による経済効果が合理的に見込める
・規制緩和が必要

4 クラウドファンディング(購入型・寄付型)
行政が、事業報告やモノの対価として、
個人、事業者から寄付を募るスキーム 個人・事業者 イニシャル/

ランニング

・サービスの内容が、当該自治体ないし全国の市
民に対し広く共感を生むものである

5 官民連携ファンド 行政と事業者が、共同で出資するファ
ンドを設立し、PJへ投資するスキーム 行政・事業者 イニシャル

・サービスを提供するための事業リスクが高いが、
公共的価値が高い
・行政による信用補完があれば、民間企業として
採算性がとれる

6 テストベッド利用料 行政が、実証実験の機会を事業者に提
供する際に利用料を徴収するスキーム 事業者 ランニング

・データやデータ利活用型サービスが高度に集積
しており、民間企業や研究機関にとって実験の場
（テストベッド）としての価値が高い

7 情報銀行/データ売買に関する
手数料徴収

情報銀行等の事業者が、データ売買に
際し手数料を徴収するスキーム（販売
収益から個人への還元コストを控除）

事業者 ランニング

・データが高度に集積しており、データ利活用型
サービスによるマネタイズが進んでいる
・結果として、サービス創出への貢献度やデータの
稀少性といった観点からデータの値決めが可能に
なっている
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